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インドネシア

淡水養殖振興計画

外部評価者：Value Frontier 株式会社 石森康一郎

０．要旨

本プロジェクトの実施はインドネシアの開発政策、開発ニーズ、日本の援助政策と十分に

合致しており、妥当性は高い。投入においては、インドネシア政府の用地取得及び政府予算

手当の遅延による親魚養成池の建設遅れ等により 2 年間の協力期間の延長を余儀なくされ、

これに伴って事業費も計画を上回ったと思われるため、効率性は低いと判断される。5 つの

成果については、全て達成ないし概ね達成という状況にある。また各成果を踏まえたプロジ

ェクト目標については、概ね目標どおりの効果発現がみられることから、有効性は高い。海

洋水産省の戦略計画（2010-2014）では、「知識集約により（水産業の）生産性と競争力を高

めるための方策として『養殖生産の向上』及び『人材育成』」を掲げていることから、本プロ

ジェクトの政策面での持続性は高く、本プロジェクトのカウンターパート機関であるジャン

ビ淡水養殖開発センター（以下、「BBAT Jambi」という）の運営維持管理についても、体制、

技術、財務状況ともに問題ないことから、本プロジェクトの実施によって発現した効果の持

続性も高い。

以上より、本プロジェクトの評価は高いといえる。

１．案件の概要

プロジェクト位置図 受益養魚家の養殖池の魚（パティン）

1.1 協力の背景

インドネシアでは 1997 年より始まったアジア通貨危機の影響を受け、食料供給の不足、雇

用機会の喪失等の社会問題が深刻化し、農林水産分野においてもこれらに対処する早急な施

策が求められていた。そこで農業省水産総局（当時）1は、食料供給及び雇用機会の安定・拡

大を目的に、国際協力機構（以下、「JICA」という）より緊急経済対策として融資されたセ

クター・プログラム・ローンの見返り資金を活用して BBAT Jambi の基盤整備に投入するこ

とにしていた。しかしながら、インドネシア政府は、BBAT Jambi を拠点に南部スマトラで淡

1 農業省水産総局は 2000 年の省庁再編により海洋水産省となった。
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水養殖を振興していくためには、「零細漁民・農民にも適用できる低資本で簡易な淡水養殖技

術の開発」と「既存種または新規導入種の淡水養殖技術に基づく普及事業の拡充」を目的と

した技術協力が不可欠と考え、本プロジェクトを日本政府に要請した。

1.2 協力の概要

上位目標 小規模養魚家による淡水養殖が持続的に発展する

プロジェクト目標
小規模養魚家が活用できる適切な淡水養殖技術が開発され普及活動

が強化される

成果

成果 1 既存養殖対象種について、質の高い親魚が種苗生産者に供給される

成果 2 既存養殖対象種について、種苗及び養殖魚の品質が向上する

成果 3 親魚種について、養殖・育成技術が開発される

成果 4 地域の特性に見合った効果的な普及モデルが確立される

成果 5
プロジェクト対象地域のステークホールダーの淡水養殖に関する関

心が高まる

投入実績

【日本側】

1. 専門家派遣 31 人

（長期専門家 8 人、短期専門家 23 人）

2. 研修員受入 27 人

3. 第 3 国研修 なし

4. 機材供与 195 百万円

5. 現地業務費 98 百万円

6. その他 中間評価調査団、終了時評価調査団、延長時の終了時

評価調査団他

【インドネシア側】

1. カウンターパート配置 30 人

2. 土地・施設提供

3. ローカルコスト負担 325 百万円

協力金額 10 億 253 万円

協力期間 2000 年 8 月～2005 年 8 月、延長期間 2005 年 8 月～2007 年 8 月

相手国関係機関
海洋水産省養殖総局（旧農業省水産総局）ジャンビ淡水養殖開発セ

ンター

我が国協力機関 農林水産省（水産庁）、東京海洋大学、県水産試験場

関連案件
セクター・プログラム・ローンの見返り資金の活用による「エビ・

魚卵孵化場」の建設

1.3 終了時評価の概要

1.3.1 プロジェクト終了時の上位目標達成状況（インパクト発現状況）

2005 年の本体期間終了時評価においては、普及対象地域である南部スマトラの 6 州にお

ける淡水養殖生産量は毎年増えているものの、上位目標達成の如何については時期尚早と

判断された。しかしながら、2007 年の延長期間終了時評価においては、今後においても淡

水養殖生産量の増加を期待することができ、上位目標達成（インパクト発現）状況は高い

と判断された。
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1.3.2 プロジェクト終了時のプロジェクト目標達成状況

2005 年の本体期間終了時評価においては、プロジェクトにて多くの養殖の技術が開発さ

れその技術が普及した結果、養魚家の数が増え、十分なレベルではないもものの生産量や

収入が増加した養魚家が出ていることから、プロジェクト目標の達成レベルは低くはない

と判断された。2007 年の延長期間終了時評価においては、普及活動の強化の結果、プロジ

ェクト目標は達成したと判断とされた。

1.3.3 プロジェクト終了時の提言内容

2005 年の終了時評価において、以下の内容につき提言がなされていた。提言内容と延長

終了時評価における対応状況は以下のとおり。

1. プロジェクト目標の達成のためには、終了時評価までに終了しなかった 9 つの活動の

うち、6 つの活動を実施することが重要であるとし、2 年間の延長を提言（残りの 3

つについては、カウンターパートの自助努力で実施することを提言）。

→ 2 年間の延長期間で 9 つ全ての活動が終了した。

2. 本プロジェクトで開発された日本とインドネシアの混合技術と同様にジャワの技術

を有効利用すること、並びに地方政府などの他の機関とも共同で活動を実施していく

ことを提言。

→ BBAT Jambi は、あらゆる技術を利用して親魚開発等（特にサンドゴビ）を行い、

普及対象地域の地方政府等とも共同で活動を実施している。

3. コイヘルペスウィルスをはじめとする様々な魚病への対策を講じ、養魚家に対してそ

の重要性の理解を図っていくこと、及び水質管理や健苗の育成を着実に行っていくこ

とを提言。

→ BBAT Jambi は、魚病対策を講じるとともに、養魚家に対してもその重要性の理解

を促している。また水質管理や健苗の育成も着実に行っている。

また 2007 年の延長終了時評価において、以下の内容につき提言がなされていた。提言内

容と事後評価時における対応状況は以下のとおり。

1. 本プロジェクト終了後は、BBAT Jambi と州・県水産局が県営孵化場への財政及び

技術的支援の主たる役割を担うことを提言。

→ BBAT Jambi は技術的支援を、州・県水産局は財政支援を県営孵化場に対して行っ
ている。

2. モニタリングによる農家のニーズ把握は BBAT Jambi の活動の基礎であることから、

海洋水産省（旧農業省水産総局）養殖総局は BBAT Jambi のモニタリング及び技術ガ

イダンスに対する予算措置を少なくとも現状レベルに維持することを提言。

→ BBAT Jambi の年間政府予算は海洋水産省の戦略計画に後押しされ、年々増加傾向

にあり、年間の運営維持管理費を十分に賄えている。
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2．調査の概要

2.1 外部評価者

石森 康一郎（Value Frontier 株式会社）

2.2 調査期間

今回の事後評価にあたっては、以下のとおり調査を実施した。

調査期間：2010 年 10 月～2011 年 10 月

現地調査：2010 年 12 月 12 日～12 月 25 日、2011 年 4 月 10 日～4 月 16 日

2.3 評価の制約

本プロジェクトが対象とした普及モデル地区（ジャンビ州ブンゴ県、ジャンビ州バタンハ

リ県、ブンクル州北ブンクル県、リアウ州クアンタンシンギンギ県、西スマトラ州サワルン

トシジュンジュン県）における一部のデータが完備されていなかったことから、一部有効性

（効果）の分析に制約があった。

3．評価結果（レーティング：B）

3.1 妥当性（レーティング：③）

3.1.1 開発政策との整合性

本プロジェクト開始時における国家開発 5 カ年計画（2000-2004）は、5 つの優先課題の

一つとして「経済再建の促進及び国民経済システムに基づく持続的で公平な開発基盤の強

化」をあげ、これを実現するために「農林漁業ビジネスの開発」を目標に掲げていた。

また農業省水産総局の水産物振興計画（1998-2003）は、ビジョンとして「インドネシア

経済への貢献及び安定した食料供給」をあげ、これを実現するために「養殖の増産」を目

標に掲げていた。具体的には「養殖に係る人材の育成」を重要課題の一つとしていた。

本プロジェクト本体期間及び延長期間終了時における国家開発 5 カ年計画（2005-2009）

は、3 つの優先課題の一つとして「持続可能な開発の強固な基盤を築く経済の実現」をあ

げ、これを実現するために「農林漁業の再活性化」を目標に掲げていた。

また海洋水産省（旧農業省水産総局）の戦略計画（2005-2009）の方針として「水産資源

の持続可能な管理による国民の更なる繁栄」をあげ、これを実現するために「漁民の生計

向上」を目標に掲げていた。具体的には「淡水養殖技術の振興及び漁民の能力開発」を優

先課題の一つとしていた。

計画時及びプロジェクト終了時点ともに、国家開発計画と海洋水産省の開発計画におい

て水産養殖が優先課題となっており、本事業は国家政策及び開発計画と合致している。

3.1.2 開発ニーズとの整合性

本プロジェクト実施前におけるインドネシアの淡水養殖は、全漁獲量の約 25%を占め、

同国民への食料供給、とりわけタンパク質源として重要な役割を果たしていた。しかしな
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がら、伝統漁業による生産体制と限られた魚種により、その供給量は目標の約 70%に留ま

っていた。また淡水養殖は、アジア通貨危機に見舞われていたインドネシアにおいて 183

万人（2000 年）の養魚家の雇用の機会を提供していた。従って、食料供給並びに雇用機会

の安定・拡大を視野に淡水養殖の振興を図った本プロジェクトは、当時の開発ニーズに合

致しており、必要性は高かったと判断される。

本プロジェクト延長期間終了時におけるインドネシアの淡水養殖は、依然として同国民

への食料供給、とりわけタンパク質源として重要な役割を果たしており2、また 164 万人

（2007 年）の養魚家に雇用機会を提供していた。本プロジェクトではインドネシア西部で

コイヘルペスが流行していたことを踏まえ、魚病対策が採られただけでなく、地方分権化

により淡水養殖の普及制度が変更されたことを踏まえ、新たな淡水養殖の普及体制が構築

された。このように環境が変化するなかで、適切に対応を採りながら当初の計画通り食料

供給並びに雇用機会の安定・拡大を視野に淡水養殖の振興を図った本プロジェクトは、依

然として本プロジェクト延長期間終了時の開発ニーズに合致しており、必要性は高かった

と判断される。

3.1.3 日本の援助政策との整合性

本プロジェクト実施前における旧 ODA 大綱（1992）は、「開発途上国自身の研究開発能

力及び適応能力を高める研究協力等技術の向上をもたらす協力」を重視していた。また現

行 ODA 大綱（2003）は、貧困削減を目的とした「農業（漁業）分野への協力」及び「雇

用の創出」を重視するとともに、持続的成長を目的とした「研究協力」を重視していた。

旧 ODA 中期政策（1999）は、安定的な食料供給の確保に対応すべく「品種改良等漁業

技術の向上、その効果的な普及のための支援」を重視していた。また現行 ODA 中期政策

（2005）においても、国際社会の安全と繁栄に資するべく「食料供給の確保」を重視して

いた。従って、養殖を通じて食料の安定供給に資する本事業は日本の援助政策と合致して

いる。

以上より、本プロジェクトの実施はインドネシアの開発政策、開発ニーズ、日本の援助

政策と十分に合致しており、妥当性は高い。

3.2 有効性・インパクト（レーティング：③）

3.2.1 有効性

3.2.1.1 成果

成果 1：既存対象種（コイ、ティラピア、パティン、オニテナガエビ）について、質の

高い親魚が種苗生産者に供給される

2 インドネシア統計局の「統計年報（2008）」によると、インドネシア人の 3 大タンパク質源は穀物（61%）、

木の実（25％）、魚（10%）となっており、魚は肉や乳製品を上回っている。また、インドネシアにおける

漁業のうち、淡水養殖の漁獲量は全体の 20％を占め、海上（天然）での漁獲量の 57％に次いで大きいこと

から、淡水養殖魚の食料供給（タンパク質源）における重要性が窺える。
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終了時評価においては、コイが 2,217 尾、ティラピアが 2,400kg、パティンが 200kg 供

給されたとされていた（オニテナガエビについては言及なし）。本事後評価においては、

以下指標 1 のところで記載しているように、延長期間終了時までに全ての既存対象種に

ついて優良な親魚の確保が可能となり、供給についてもオニテナガエビを除いて可能と

なっていることを確認した。

指標１：普及対象地域の種苗生産者が需要に見合った優良な親魚を確保できる。

コイ ：病害に強い親魚の確保は、本プロジェクト本体期間終了時の 2005 年には

600kg に満たなかったが、本プロジェクトの延長期間終了時の 2007 年に

は 2,346kg となった。

ティラピア：成長の早い親魚の確保は、本プロジェクト本体期間終了時の 2005 年には

3,000kg 程度であったが、本プロジェクトの延長期間終了時の 2007 年に

は 5,748kg となった。

パティン ：成長の早い親魚の確保は、本プロジェクト本体期間終了時の 2005 年には

50kg に満たなかったが、本プロジェクトの延長期間終了時の 2007 年に

は 4,376kg となった。

オニテナガエビ3：成長の早い親魚の確保は、本プロジェクト本体期間終了時の 2005 年に

可能となり、幾つかの種苗生産者に供給されたが、相対的に採算性が

低く普及はしていない4。

以上より、成果 1 は概ね達成しているものと判断される。

コイ ティラピア

3 本プロジェクト実施前から現在に至るまで、プロジェクト対象地における小規模養魚家によるオニテナ

ガエビの需要は高くないものの、海洋水産省養殖総局は養殖・育成技術の開発に関心があったため、本プ

ロジェクトに含まれることとなった。
4 本プロジェクトが実施されたジャンビ州の州都近辺におけるオニテナガエビの卸値（2010 年）は 1kg

あたり約 4 万ルピアで、平均的な養殖池 1 つで約 75kg 収穫できるため、卸値の合計は約 300 万ルピア。

一方で、パティンの卸値は 1kg あたり約 1 万ルピアと少ないが、平均的な養殖池 1 つで約 3,000kg 収穫で

きるため、卸値の合計は約 3,000 万ルピアとオニテナガエビの 10 倍。
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パティン オニテナガエビ

成果 2：既存対象種（コイ、ティラピア、パティン、オニテナガエビ）について、養殖・

育成技術が開発される

終了時評価においては、質の高い種苗及び養殖魚が着実に生産されていることから、

養殖生産の品質は向上したと判断されていた。本事後評価においては、以下指標 2 のと

ころで記載しているように、延長期間終了時までに全ての既存対象種について養殖・育

成技術が開発され、生産についてもオニテナガエビを除いて可能となっていることを確

認した。

指標 2-1：選別・給餌・健康管理・水質管理技術が標準化され、普及可能である。

コイ ：2007 年 6 月に標準化マニュアルが完成し、全国約 130 団体に配布され、

対象地域へ普及可能となった。

ティラピア：2007 年 7 月に標準化マニュアルが完成し、全国約 130 団体に配布され、

対象地域へ普及可能となった。

パティン ：2007 年 5 月に標準化マニュアルが完成し、全国約 130 団体に配布され、

対象地域へ普及可能となった。

オニテナガエビ：2005 年 8 月に標準化マニュアルが完成したが、上述（脚注 3）の理由に

より需要が低いため配布はされておらず、対象地域へ普及可能な体制と

はなっていない。

指標 2-2：健全で活力ある種苗及び養殖魚が地域内で安定して生産可能となる。

コイ ：各州において平均 10～30 の小規模養魚家が種苗及び養殖魚の生産を行え

るようになった。

ティラピア：各州において平均 10～30 の小規模養魚家が種苗及び養殖魚の生産を行え

るようになった。

パティン ：各州において平均 10～30（ジャンビ州においては約 110～120）の小規模

養魚家が種苗及び養殖魚の生産を行えるようになった。
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オニテナガエビ：上述（脚注 3）の理由により地域内で安定して生産可能な状況とはなっ

ていない。

以上より、成果 2 は概ね達成しているものと判断される。

成果 3：新魚種（サンドゴビ）について、養殖・育成技術が開発される

終了時評価においては、サンドゴビの生残率は 5 割以上を保つまでに至っており、本

プロジェクト（本体期間）終了までに 1,000 尾以上の養成が見込まれることから、養殖・

育成技術が開発されたと判断されていた。本事後評価においても、以下指標 3 のところ

で記載しているように、本体期間終了時までにまでにサンドゴビの生残率が 5 割以上と

なり、1,000 尾以上の養成を達成していたことを確認した5。

指標 3-1：種苗生産試験に必要な数（1,000 尾以上）を養成。

サンドゴビ：2005 年の本プロジェクト本体期間終了時までに 1,000 尾以上を養成した。

指標 3-2：種苗サイズに成長するまでの中間育成期の稚魚の生残率が 3 割以上になる。

サンドゴビ：2005 年の本プロジェクト本体期間終了時までに 5 割以上を達成した。

指標 3-3：新魚種の養殖に関する技術報告書ができる。

サンドゴビ：2005 年 6 月に完成した。

以上より、成果 3 は達成しているものと判断される。

サンドゴビ

成果 4：地域の特性に見合った効果的な普及モデルが確立される

終了時評価においては、地域の特性に見合った効果的な普及モデルは確立されたと判

5 但し、サンドゴビは成長するまでに 2 年近くかかる一方、卸値が高くなく費用対効果が悪いため、小規

模養魚家による関心が低く、普及には至っていない。
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断されていた。但し、養魚家が全ての標準技術を習得し実践するには、まだ 2 から 3 年

はかかるものと判断されていた。本事後評価においても、以下指標 4 のところで記載し

ているように、本体期間終了時ないし延長期間終了時までに普及モデルは確立されたこ

とを確認した。また、養魚家は標準技術を理解し、部分的に実践していることを確認し

た。

指標 4-1：研修プログラムの充実度。

2005 年の本プロジェクト本体期間終了時までに 99 回（年に約 14 回）の研修を開催し、

延べ 1,343 人が参加した。

指標 4-2：研修テキストの充実度。

2005 年の本プロジェクト本体期間終了時までに給餌、生産、魚病診断等を網羅した

研修テキストを改善・充実させた。

指標 4-3：普及モデル地区におけるカウンターパートによる研修。

本プロジェクト本体期間中に 38 回（年に約 8 回）、延長期間中に 61 回（年に約 30 回）

の研修が養魚家に対して実施された。研修内容は育成方法から餌の作り方、魚病対策に

至るまで多岐に亘る。

指標 4-4：普及モデル地区の養魚家の技術度。

2005 年の本プロジェクト本体期間終了時までにジャンビ州ブンゴ県、ジャンビ州バタ

ンハリ県及びブンクル州北ブンクル県で、2007 年の延長期間終了時までに残りのリアウ

州クアンタンシンギンギ県及び西スマトラ州サワルントシジュンジュン県でも、養魚家

が標準技術を理解し、部分的に実践しているレベルにまでなった。

指標 4-5：普及モデル地区の養魚家 50％が養殖記録をつける。

カウンターパートによるモニタリング結果によると 50％以上が養殖記録をつけてい

た。なお、本事後評価調査時にジャンビ州ブンゴ県及びジャンビ州バタンハリ県の養魚

家（100 世帯）を対象に実施した受益者調査では、約 95％が養殖記録をつけていること

を確認した。

指標 4-6：普及マニュアルができる。

2005 年の本プロジェクト本体期間終了時までに準備が進み、2007 年の延長期間終了時

までに普及マニュアルが完成した。

以上より、成果 4 は達成しているものと判断される。
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成果 5：プロジェクト対象地域のステークホールダーの淡水養殖に関する関心が高まる。

終了時評価においては、普及ネットワークセミナーをはじめとする様々なセミナーの

開催やニュースレター等の配布が、淡水養殖に関する関心を高めたと判断されていた。

本事後評価においても、以下指標 5 のところで記載しているように、本体期間終了時ま

でにそれらが関心を高めたことを確認した。

指標 5-1：地方水産局と情報交換が年 2 回行われる。

本プロジェクト本体期間中、概ね 2 ヵ月に 1 回（つまり年に約 6 回）のペースで BBAT

Jambi と県水産局等との間で情報交換のための会議が行われた。また、これら会議とは

別に県水産局等を対象としたスタディーツアー等も実施されたことで、地方水産局の淡

水養殖に対する関心を高めるのに貢献したと考えられる。

指標 5-2：養殖普及啓発用資料が年 2 回発行・配布される。

本プロジェクト本体期間中、年に 3 回発行・配布された。こうした増刊は、上述の

スタディーツアー等と同様に、県水産局等の淡水養殖に対する関心を高めるのに貢献し

たと考えられる。

指標 5-3：養魚家及び地方水産局が共通の情報を保有する。

2005 年の本プロジェクト本体期間終了時までにある程度の情報共有はなされていた

が、十分な普及員が配置されていなかった県水産局においては情報共有が遅れていた。

そのため延長期間では、こうした県水産局の管轄エリアを対象に、県水産局の普及員と

共に養魚家モニタリングを行うなど、情報共有の機会を増やし、延長期間終了時までに

情報共有を図った。

以上より、成果 5 は達成しているものと考えられる。

3.2.1.2 プロジェクト目標達成度

指標 1：普及対象地域における普及活動の活発度

本プロジェクト本体期間中の県水産局による普及対象地域養魚家に対するモニタリン

グや指導の回数は年平均で約 27 回（合計 136 回）であったが、延長期間中は年平均で約

48 回（合計 96 回）を数えるまでに活発化した。

指標 2：普及モデル地区の小規模養魚家の数が増加する

小規模養魚家の数は、全ての普及モデル地区において本プロジェクト実施前の 2000

年に比し増加している（表 1 参照）。プロジェクト期間中にインドネシア全体で養魚家数

が約 19 万人減少したなかで、普及モデル地区において小規模養魚家数が増加したのは、
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本プロジェクトが小規模養魚家を対象とした淡水養殖の普及モデルを確立し（成果 4）、

関心を高めるための活動（成果 5）を行ったことによってもたらされた効果が大きいと

考えられる。

表１：小規模養魚家の数

（単位：戸）

地名
2000

(基準年) 2007 2008 2009 2010

ジャンビ州ブンゴ県 606 1,182 1,449 NA 1,585

ジャンビ州バタンハリ県 4,850 6,954 7,116 7,116 7,397

ブンクル州北ブンクル県 978 1,215 1,250 1,325 1,350

リアウ州クアンタンシンギンギ県 1,100 1,114 1,279 1,466 1,764

西スマトラ州サワルントシジュンジュン県 5,616 6,258 7,742 8,129 8,540

出所：BBAT Jambi

指標 3：普及モデル地区の淡水養殖生産量が増える

淡水養殖生産量は、全ての普及モデル地区において本プロジェクト実施前の 2000 年に

比し増加している（表 2 参照）。本プロジェクトは上述のように小規模養魚家数の増加を

もたらしていると考えられるだけでなく、種苗生産者に対して質の高い親魚を供給し（成

果 1）、種苗生産者が質の高い養殖を行えるように支援を行うことで（成果 2 及び 3）、各

小規模養魚家における生産性の向上ももたらしていることから、こうした淡水養殖生産

量の増加についても、本プロジェクトによってもたらされた効果と考えられる。

表 2：淡水養殖生産量

（単位：トン）

地名
2000

(基準年) 2007 2008 2009 2010

ジャンビ州ブンゴ県 89 535 469 1,342 1,721

ジャンビ州バタンハリ県 372 12,806 15,124 16,317 18,102

ブンクル州北ブンクル県 1,512 2,789 3,193 4,031 4,591

リアウ州クアンタンシンギンギ県 182 1,749 NA NA 1,860

西スマトラ州サワルントシジュンジュン県 2,775 2,865 3,214 4,332 5,733

出所：BBAT Jambi

指標 4：普及モデル地区の小規模養魚家の養殖による所得が安定する

本事後評価調査時にジャンビ州ブンゴ県及びジャンビ州バタンハリ県の養魚家

（100 世帯）を対象に実施した受益者調査によると、淡水養殖業から得られる年間の売

上総利益は、本事業実施前の平均 992,040 ルピアから本事業実施後には平均 3,640,243 ル

ピア（インフレ調整後）へと約 3.7 倍増加しており、所得の安定に留まらず所得の増加

がみられた6。

6 小規模養魚家は通常、農業やサービス業等の本業をもった上での、副業として養殖業を行っている。本

プロジェクト実施前における養殖業から得られる売上総利益は、ジャンビ州の法定月額最低賃金（1,050,000
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以上より、本プロジェクトの実施により、概ね目標どおりの効果発現がみられ、有効性は

高い。

3.2.2 インパクト

3.2.2.1 上位目標達成状況

指標１：プロジェクト対象地域の淡水養殖生産量が増大ないし高水準で安定する

淡水養殖生産量は、南部スマトラの 6 州において本プロジェクト実施前の 2000 年に比し

大幅に増加している（表 3 参照）。本プロジェクトは、普及対象地域の県水産局等を対象に

淡水養殖に係るスタディーツアーを組むなど、淡水養殖に係る関心を高めるための活動を

行い（成果 5）、これを受ける形で県水産局も公営孵化場等を建設し種苗生産体制の増強を

図った。また、南部スマトラの 6 州には BBAT Jambi 以外に淡水養殖開発センターはない

ことから、これら南部スマトラの 6 州における淡水養殖生産量の増大は、本プロジェクト

によってもたらされたインパクトと考えられる。

表 3：淡水養殖生産量

（単位：トン）
地名 2000 2009*

ジャンビ州 2,812 23,559

ブンクル州 5,004 13,160

リアウ州 6,435 37,932

西スマトラ州 20,476 84,190

南スマトラ州 15,795 110,391

ランポン州 4,694 24,758

合計 55,216 293,991

出所：海洋水産省

*事後評価時（2010 年）のデータがないため 2009 年で代替

3.3.2.2 その他のインパクト

1) 自然環境へのインパクト

BBAT Jambi は、同センター及び全ての普及モデル地区から排水される水質の検査を

定期的に実施しており、これまでに問題は見つかっていない。

2) 住民移転・用地取得

約 20 戸の農家が BBAT Jambi の施設建設予定地の一部を農地として使っていたため、

州政府が農民に補償金を支払い、代替地や BBAT Jambi での雇用を提供することで解決

済みである。

3) その他の間接的効果

BBAT Jambi は、地域の小規模養魚家に対して革新的なサービスを提供していると評価

ルピア）の約 1 カ月分に過ぎなかったが、実施後においては約 3.5 カ月分に増加している。
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され、2010 年度にインドネシア大統領が各セクターから 1 団体のみを選出し表彰する

「Citra Pelayanan Prima（優秀公共サービス賞）」を受賞した。

以上より、本プロジェクトの実施を通じて多くの正のインパクトが発現していると考えら

れる。

3.3 効率性（レーティング：①）

3.3.1 投入

表 4：投入の計画と実績の比較

投入要素 計画 実績（終了時）

＜日本側＞

(1) 専門家派遣 長期 5 分野

短期 必要に応じて年 2～3 人

長期 6 分野で 8 人

短期 8 分野で 21 人

(2) 研修員受入 年 2～3 人 合計 27 人

(3) 第 3 国研修 なし なし

(4) 機材供与 NA 195 百万円

(5) 現地業務費 NA 98 百万円

協力金額合計 合計 NA 合計 10 億 253 万円

＜インドネシア側＞

(1) カウンターパート配置 NA 30 人

(2) 土地・施設提供 土地・施設提供 土地・施設提供が遅延

(3) ローカルコスト 合計 NA 合計 5 億 8,042 万円7

出所：BBAT Jambi、JICA 資料

3.3.1.1 投入要素

＜日本側＞

専門家派遣は、概ね計画通りであったと考えられるが、研修員受入については、計画

（本体期間の 5 年間で 10 人～15 人、延長期間を含めた 7 年間で 14 人～21 人）を上回っ

たものとなっている。その他については、データがなく計画との比較はできなかった。

＜インドネシア側＞

土地・施設提供が、用地取得問題及び政府予算手当ての遅延による親魚養成池の建設

遅れ等により、計画より 14 ヶ月遅延した。その他については、データがなく計画との比

較はできなかった。

3.3.1.2 協力金額

協力金額については、計画額が不明であるため実績額との比較はできない。しかしな

がら協力期間が 2 年間延長されていることから、専門家派遣、研修員受入、機材供与及

7 終了時評価及び延長終了時評価報告書から転載。
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び現地業務費等、投入が増えており、本プロジェクトの当初の計画額を上回ったと推測

される。

3.3.1.3 協力期間

インドネシア政府の用地取得問題及びセクター・プログラム・ローンの見返り資金に

係る予算手当の遅延による親魚養成池の建設遅れ等により、本プロジェクトの全 21 活動

中 9 活動に遅延が見られ、2 年間の延長を余儀なくされた。よってアウトプットの増加

等によるものではない協力期間の増加であったと判断される。

以上より、協力金額が計画額を上回ったと推測され、また、投入要素の一部であったイ

ンドネシア政府の用地取得の問題及び親魚養成池の建設遅れにより、協力期間が計画を上

回ったため、効率性は低い。

3.4 持続性（レーティング：③）

3.4.1 政策制度面

海洋水産省の戦略計画（2010-2014）は、方針として「世界最大の水産物生産国になるこ

と」をあげ、これを実現するために「海洋水産社会の更なる繁栄」を目標に掲げている。

そして具体的には「知識集約により（水産業の）生産性と競争力を高めるための方策とし

て『養殖生産の向上』及び『人材育成』」を掲げている。したがって、実施機関の政策・制

度面の持続性は高いと判断される。

3.4.2 カウンターパートの体制

本プロジェクト実施前における BBAT Jambi の職員数は 35 人（事務職 11 人、技術職 24

人）で、学歴は大卒が 15 人、高卒が 17 人、中卒が 1 人、小卒が 2 人であったが、本プロ

ジェクト実施後における現在の BBAT Jambi の職員数は 98 人（事務職 36 人、技術職 62

人）で、学歴は院卒が 5 人、大卒が 53 人、高卒が 33 人、中卒が 4 人、小卒が 7 人であっ

た。BBAT Jambi の職員は量と質の両側面において大幅な拡充が見られ、インドネシアで

も有数の淡水養殖センターとなっている。また、技術職の多くの職員が本プロジェクトに

より養殖技術、魚病対策、餌開発、普及等の研修を受けており、本プロジェクト終了後の

現在も研修を受けた各担当業務を円滑に遂行できていることから体制に問題はないと判

断される。

3.4.3 カウンターパートの技術

本プロジェクトで移転された養殖技術は全てマニュアル化されており、カウンターパー

トのみならず県水産局等でも日々活用されている。また、本プロジェクト終了後から現在

に至るまでに、本プロジェクトによる研修を受けた職員が新職員に対して技術の継承を図

っていること、魚病対策を充実させるべく除菌設備や魚病診断実験室の設計・建設を独自
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で行っていること、さらにはカンボジアから淡水養殖に係る研修生を受け入れていること

など、BBAT Jambi が組織としての技術力を維持・向上させていることが伺えることから、

カウンターパートの技術に問題はないと判断される。

3.4.4 カウンターパートの財務

BBAT Jambi の年間政府予算は海洋水産省の戦略計画に後押しされ、87 億ルピア（2006

年）から 99 億ルピア（2010 年）へと増加傾向にあり、年間の運営維持管理費を十分に賄

えている。2011 年は更に増えて 110 億ルピアの政府予算が承認されており、今後も運営維

持管理に問題はない。また、親魚等の販売益も 1.2 億ルピア（2006 年）から 7.6 億ルピア

（2010 年）へと額は小さいものの増加傾向にある。近年、親魚等を買い求める民間種苗

業者及び県水産局等も増加傾向にあることから、今後政府予算以外の収入の更なる増加も

見込め、カウンターパートの財務に問題はない。

3.4.5 効果の持続状況

本プロジェクト対象魚種（コイ、ティラピア、パティン）の養殖需要は引き続き高い。

またカウンターパートは本プロジェクトの効果を持続させていくための環境を整えており、

県水産局等も県営孵化場の建設整備など養殖の振興に努力を払っていることから効果の持

続性は高いと判断される。

以上より、本プロジェクトは、政策制度面、カウンターパートの体制、技術、財務状況、

いずれも問題なく、本プロジェクトによって発現した効果の持続性は高い。

4．結論及び教訓・提言

4.1 結論

本プロジェクトの実施はインドネシアの開発政策、開発ニーズ、日本の援助政策と十分に

合致しており、妥当性は高い。投入においては、インドネシア政府の用地取得及び政府予算

手当の遅延による親魚養成池の建設遅れ等により 2 年間の協力期間の延長を余儀なくされ、

これに伴って事業費も計画を上回ったと思われるため、効率性は低いと判断される。5 つの

成果については、全て達成ないし概ね達成という状況にある。また各成果を踏まえたプロジ

ェクト目標については、概ね目標どおりの効果発現がみられることから、有効性は高い。海

洋水産省の戦略計画（2010-2014）では、「知識集約により（水産業の）生産性と競争力を高

めるための方策として『養殖生産の向上』及び『人材育成』」を掲げていることから、本プロ

ジェクトの政策面での持続性は高く、本プロジェクトのカウンターパート機関であるジャン

ビ淡水養殖開発センター（以下、「BBAT Jambi」という）の運営維持管理についても、体制、

技術、財務状況ともに問題ないことから、本プロジェクトの実施によって発現した効果の持

続性も高い。

以上より、本プロジェクトの評価は高いといえる。
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4.2 提言

4.2.1 カウンターパートへの提言

サンドゴビについては、本プロジェクトで養殖・育成技術の開発のみを対象としていた

ため普及には至っていない。サンドゴビは成長するまでに 2 年近くかかり、小規模養魚家

による関心が低いため、BBAT Jambi は成長を早める養殖・育成技術の開発に努めること

によりサンドゴビの養殖需要の高い地域（ジャワ島等）へ普及を図ることが望まれる。ま

たオニテナガエビについては、養殖・育成技術が遅れている政府系淡水魚種苗センター（南

カリマンタン州のマンディアンディン養殖開発センターや北スラウェシ州のタテル養殖

開発センター等）へ習得技術の移転を図ることで、インドネシアの淡水養殖振興において

更なる貢献を図ることが望まれる。

4.2.2 JICA への提言

BBAT Jambi は、カンボジアから淡水養殖に係る研修生を受け入れた経験等を有しており、

JICA は淡水養殖技術の第三国研修の受け入れ機関として BBAT Jambiを活用することが望

まれる。

4.3 教訓

旧農業省水産総局（現海洋水産省養殖総局）は、1995 年から本プロジェクト開始予定の

2000 年までの 5 年間で、BBAT Jambi のエビ・魚卵孵化場を建設する計画であったが、ア

ジア通貨危機の影響で予算の制限がかかるようになったことで建設の遅延を危惧していた。

そのため旧農業省水産総局は、JICA より緊急経済対策として融資されたセクター・プログ

ラム・ローンの見返り資金を活用することで建設を継続させようと図ったものの、インドネ

シア政府による予算手当が遅れたことにより建設が遅延し、結果として本プロジェクトの協

力期間が 2 年間延長される原因の一つとなった。相手国政府と JICA は、事業実施前に取り

交わされる公式文書にて、相手国政府によるプロジェクトに係る円滑な予算手当を予め担保

しておくことが重要である。

以上


